
施

の見直しの検討を行う

策

とともに、情報発信や

の

啓発活動等の強化によ

概

り助成制度の利用促進

要

を図　

　り、令和７年

柱

度までに住宅の耐震化

立

率95％を目指す。

担

て

当 課 名 建・建築防災課

9

（取りまとめ）

電 話 番

【

号 03-3880-5

ま

463 E-mail k

ち

enchiku-bo

】

usai@city.

地

adachi.tok

域

yo.jp

　密集市街

の

地整備事業では、庁内

個

関係部署をはじめ、地

性

域の理解が得られるよ

を

うにまちづくり協議会

活

と連携して円滑

な事業

か

の推進に努めている。

し

不燃化促進事業では、

た

都第六建設事務所など

都

街路事業施行者と連携

市

して、道路整備の進

捗

基

に合わせた事業実施に

盤

努めている。

協働・協

が

創 　耐震化促進事業で

整

は、東京都や建築士事

備

務所協会、東京土建一

さ

般労働組合、建設業協

れ

会と協働し、普及啓発

た

に取組

の 取 組 み んでい

ま

る。また、空家対策や

ち

耐震補強などの減災対

施

策をセットで行うこと

策

で関連部署と連携を図

群

りながら、取り組み

を

名

進めていく。

【目標】

9

11 住み続けられる

災

まちづくりを　【ター

害

ゲット】11.5　2

に

030年までに、貧困

強

層及び脆弱な立場にあ

い

る人々

の保護に焦点を

ま

あてながら、水関連災

ち

害などによる死者や被

を

災者数を大幅に削減し

つ

、世界の国内総生産比

く

で直接的経
ＳＤＧｓが

る

済損失を大幅に減らす

施

。
目指す目標

【関連す

策

る理由】震災や火災な

名

どに強いまちづくりを

9

推進することは、災害

.

による死者や被災者数

1

の低減につながる
（タ

震

ーゲッ
。

ト）との関
【

災

評価】建築物の耐震化

や

及び密集市街地の不燃

火

化領域率の向上を着実

災

に推進している。
連及

な

び評価

 指標（6）【

ど

活動2-2】耐震改修

に

工事助成申請件数の令

強

和6年度目標値につい

い

て、310件から40

ま

0件に上方修正をする

ち

。

備　　　考

づくりの推進

■ 道路拡幅による避難路の確保や公園の整備・老朽建築物の建替えなどを着実に進めることで、密集市街地の不燃

　領域率の向上に努める。

■ 耐震化促進事業の推進により、建築物の耐震化や老朽危険家屋等の解消を進める。

施策の方向
( 目 標 )

■ 地震時に危険度の高い地域を指定した不燃化特区制度を活用し、老朽建築物の解体が平成29年度68件から令和元

　年度331件と大幅に増加している。

■ まちの防災性を向上させるため、密集市街地で地権者の協力を得ながら計画的に道路拡幅や公園（プチテラス）

　整備を行う事業を進めている。
現　　　状

■ 平成18年度から旧耐震基準建築物の耐震化の助成制度を開始し、近年では年間約300件の改修工事や除却工事への

　助成を行っている。

■ 準耐火以上の建築物への建替えが進まず、不燃領域率の上昇は年１％程度にとどまっているため、燃えにくい建

　物への建替えを促進する必要がある。

■ 密集市街地で広い道路や公園等の空地が少ないことも不燃領域率の上昇を阻む原因となっており、幅６ｍ以上の

　道路を増やす、老朽化した空家がある土地を公園に整備する等、延焼を防ぐための空地の確保がより一層求められ

　ている。
課　　　題

■ 多額の費用負担と複雑な権利関係を抱える困難事例の残存が耐震化を阻害する

足

要因として考えられ、

立

これらを解

　決してい

区

く必要がある。

■ 引

　

き続き不燃化特区制度

令

の周知を図り、老朽建

和

築物の除却や燃えにく

５

い建物への建替えを促

年

進し、令和６年度ま

　

度

でに不燃領域率67％

施

を達成、さらに市街地

策

の焼失がほぼゼロにな

評

る不燃領域率70％を

価

目指していく。

■ 不

調

燃領域率の低い地区に

書

おける密集市街地整備

(

事業の延伸や新規導入

令

を推進し、道路・公園

和

等の整備計画を継続

　

４

して進めることで市街

年

地の安全を確保する。

度

■ 困難事例は、区内

事

事業者との協働で実施

業

する出張相談会や区民

実

まつりなど各イベント

施

での個別相談会を通じ

)

て、
方　　　針

　区民

1

法律相談に繋いでいく

 

。

■ 耐震化助成制度



93.8
(4)

実　績　値 86.3 91.4 92.6 92.9 R6 94

達　成　率 92% 92% 96% 97% 100% 99% 99% 99% -

指標名 【活動2-1】個別相談会開催回数　

定義等 個別相談会の開催回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 44 20 20 20 30
(5)

実　績　値 44 20 26 20 R6 44

達　成　率 100% 100% 100% 45% 130% 59% 100% 45% -

指標名 【活動2-2】耐震改修工事助成申請件数

定義等 耐震改修工事（解体工事含む）助成申請件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 310 310 300 300 400
(6)

実　績　値 305 257 236 204 R6 400

達　成　率 98% 76% 83% 64% 79% 59% 68% 51% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 1,877,738 1,866,453

人件費 834,221 748,083

総事業費 2,711,959 2,614,536

前年比(金額) △865,285 △97,423

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】重点的に取組む密集市街地の不燃領域率

定義等 不燃化特区内の建物の不燃化や道路、公園などの空地の状況から算出した「まちの燃えにくさ」を表す指標
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 67.6 70 64 65 66
(1)

実　績　値 61.2 62.2 63.2 64.1 R6 67

達　成　率 91% 91% 89% 93% 99% 94% 99% 96% -

指標名 【活動1-1】不燃化特区内の老朽住宅等除却棟数

定義等 密集市街地整備事業や不燃化特区制度により不燃化特区内で除却した老朽建築物の棟数
指

単　位 棟 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 217 344 369 324 340
(2)

実　績　値 340 366 256 248 R6 340

達　成　率 157% 100% 106% 108% 69% 75% 77% 73% -

指標名 【活動1-2】密集事業で整備した公園の総数（西新井駅西口周辺・千住仲町・千住西の3地区内）（累計）

定義等 西新井駅西口周辺地区、千住仲町地区（R4事業終了）、千住西地区で行っている密集市街地整備事業で整備した公園の数
指

単　位 か所 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 10 10 10 10 12
(3)

実　績　値 10 10 10 10 R6 14

達　成　率 100% 71% 100% 71% 100% 71% 100% 71% -

指標名 【成果2】住宅の耐震化率

定義等 区内の住宅総戸数のうち、耐震性がある住宅戸数の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 94 95 93 93.4



増

和７年度で事業終了す

と

る西新井駅西口周辺

地

1

区は、事業協力希望者

％

の整理や交渉中の権利

を

者、協議会会員及び東

下

京都等と調整を行い、

回

円滑な事業推進に努め

っ

る。

【不燃化特区制度

た

】（短期）令和５年度

。

より不燃化建替え助成

過

に建築費のメニューを

去

新設するとともに、解

約

体の助成額を増額する

1

大幅な拡充を行った。

％

この内容を地区内建物

増

約4万戸、関係事業者

で

約1200社へチラシ

推

配布し、また、解体・

移

建替え相談会を8会場

し

で

計16回開催するな

て

ど周知活動を積極的に

お

行い、建替え促進に繋

り

げる。（中長期）積極

、

的に事業展開し、令和

例

６年度不燃領域率67

年

％

、さらには事業終了

並

する令和７年度に不燃

み

領域率68％達成を目

で

指す。

【耐震化促進事

あ

業】（短期）説明会・

っ

相談会の実施をはじめ

た

、区広報紙や公社ニュ

が

ース「トキメキ」へ助

、

成制度の記事を掲載し

令

、

啓発活動を行ってい

和

く。また、令和５年度

６

から３年間限定で耐震

年

化助成金を拡大した。

度

耐震診断、耐震改修、

の

解体を工事費用等の

面

目

からも積極的に後押し

標

していく。（中長期）

6

旧耐震建築物所有者・

7

管理者へ適正な維持管

％

理手法を指導し、安全

を

・安心に繋げて

いく。

達成させるためには、今後年1

4

.45％増が必要なた

 

め、厳しい状況にある

担

。不

燃領域率は、建築

当

物の不燃化率と道路・

部

公園等の空地率により

に

算出され、実績値の伸

お

び悩みは、建築物の建

け

替え等が進まないこと

る

が原因と考えられる。

評

【指標(2)】目標値

価

を下回る状況が続いて

（

いる。新型コロナウイ

部

ルスをはじめとする社

長

会情勢の変化や、それ

評

に関連し十分な事業

説

価

明ができなかったこと

－

などが原因と考えられ

１

る。

【指標(3)】用

次

地買収状況に合わせ公

評

園を整備しており、こ

価

こ数年は整備予定（竣

）

工予定）が無かったこ

そ

とから目標値・実績値

の

と

もに変化がない。

【

１

指標(4)】令和3年

1

度に耐震改修促進計画

)

を改定したことにより

施

、住宅の耐震化率95

策

％の目標達成年度を令

の

和7年度に改めた。今

達

年度は0.3ポイント

成

の上昇となった。

【指

状

標(5)】令和4年度

況

は戸別訪問を実施する

と

ことで、相談会・個別

そ

相談会を20回開催し

の

た。

【指標(6)】令

原

和5年度から令和7年

因

度までの3年間限定で

の

耐震関係助成金を拡大

分

した。これらの助成拡

析

大は事前告知や周知を

【

行って

いたことから、

指

5年度へ見送る申請者

標

もあった。その結果、

(

4年度は目標に達しな

1

かったが、その反動を

)

受け、昨年度の同時期

】

に比

べ倍の申請が提出

目

されており、申請数は

標

増えると見込んでいる

値

。なお、令和6年度目

を

標値について、310

下

件から400件に上方

回

修正す

る。

2)達成状

る

況と原因分析を踏まえ

状

た今後の方向性

【密集

況

事業】（短期）西新井

が

駅西口周辺地区は令和

続

２年度終了予定であっ

い

たが、令和７年度まで

て

事業期間を延伸した。

い

千住仲町地

区は令和4

る

年度で事業終了したた

。

め、今後は西新井駅西

令

口周辺地区及び千住西

和

地区の２地区で事業を

3

重点的に実施していく

年

。実施

にあたっては、

度

まちづくり新聞、HP

か

及び個別相談等により

ら

関係権利者や事業者等

4

へ制度を積極的に周知

年

し、事業展開していく

度

。ま

た、令和5年度は

に

千住西地区で2か所の

か

公園整備を計画してい

け

るため、地域及び関係

て

部署と調整し竣工させ

は

る。（中長期）事業周

0

知

を積極的に行い、権

.

利者の生活状況等を踏

9

まえ計画的に事業を推

％

進していく。特に、令



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

火災防止対策事業 防・災害対策課3538 40,600 11,450 52,050 現状維持 Ａ

防災センター管理運営事業 防・災害対策課3542 117,384 35,104 152,488 現状維持 Ａ

住宅等対策資金積立基金積立金 建・建築防災課3968 0 830 830 休止・終了 Ａ

密集地域整備管理事務 建・建築防災課3980 49,857 36,487 86,344 現状維持 Ａ

都市防災不燃化促進事業 建・建築防災課3981 27,491 4,149 31,640 拡充 Ａ

密集市街地整備事業 建・建築防災課3983 760,663 113,649 874,312 拡充 Ａ

建築指導事務 建・開発指導課3990 296 72,135 72,431 現状維持 Ａ

建築確認審査・検査事務 建・建築審査課3992 7,914 250,312 258,226 現状維持 Ａ

細街路整備事業 建・建築防災課3994 288,902 44,784 333,686 現状維持 Ａ

指定道路調書作成事務 建・建築防災課3996 25,551 34,788 60,339 現状維持 Ａ

建築審査会運営事務 建・開発指導課3998 1,447 22,393 23,840 現状維持 Ａ

建築物耐震化促進事業 建・建築防災課4010 213,797 53,911 267,708 拡充 Ａ

防災センター設備更新事業 防・災害対策課4919 57,374 12,860 70,234 現状維持 Ａ

老朽家屋対策事業 建・開発指導課13975 3,000 33,188 36,188 現状維持 Ａ

災害備蓄の管理運営事業 防・災害対策課17329 272,177

3

22,043 294,

)

220 拡充 Ａ

合計１５

施

事業 1,866,45

施

3 748,083 2,

策

614,536

の手段として位置付け



施

動要支援者への支援を

策

適切に行うことので

き

の

る実効的な仕組みを整

概

備していく。

担 当 課 名

要

防・災害対策課（とり

柱

まとめ）

電 話 番 号 03

立

-3880-5836

て

E-mail sait

9

ai@city.ad

【

achi.tokyo

ま

.jp

　総合防災訓練

ち

などにおいて、災害時

】

の協定を締結している

地

民間事業者等とともに

域

災害に備えた訓練を行

の

っている。

災害協定の

個

締結及び災害協定締結

性

先との連携強化を目指

を

し、区民生活の安全に

活

努めている。その他に

か

は、商業施設と

連携し

し

、防災フェアを開催す

た

るなど普及啓発に努め

都

た。また、災害協定を

市

締結している関係機関

基

にも総合防災訓練な

協

盤

働・協創 どに参加を呼

が

びかけ連携して実施す

整

ることで災害対応力を

備

高めている。

の 取 組 み

さ

【目標】11住み続け

れ

られるまちづくりを【

た

ターゲット】11.5

ま

 2030年までに、

ち

貧困層及び脆弱な立場

施

にある人々の保

護に焦

策

点をあてながら、災害

群

による死者や被災者数

名

を大幅に削減し、世界

9

の国内総生産比で直接

災

的経済損失を大幅に
Ｓ

害

ＤＧｓが
減らす。【関

に

連する理由】震災に対

強

する意識の向上や地域

い

防災力を高めることは

ま

、震災時の被害の軽減

ち

につながる。
目指す目

を

標
【評価】行政が行う

つ

「公助」だけでなく、

く

「自助」や「共助」の

る

力を高めるために広く

施

意識の向上や行動計画

策

の策定
（ターゲッ

支援

名

を行ってきた。引き続

9

き、震災時に適切な対

.

応がとれる体制づくり

2

を推進していく。
ト）

震

との関
連及び評価

■指

災

標（5）について、東

に

京都の「地震に関する

備

地域危険度測定調査（

え

第9回）」において、

た

区内における危険性の

区

高

備　　　考 い5及び

民

4ランクが97地区と

意

なったため、令和5年

識

度から最終目標値を下

の

方修正した（R6＝1

向

00→97）。

上と地域防災力の強化

■ 自らの命を守る避難行動ができる区民を増やすため、啓発活動を促進する。

■ 地域防災の担い手である「防災区民組織」の活動を支援することにより、地域住民が地域の実状にあわせたきめ

細かな災害対応を行うことができるようにするとともに、行動の指針となる地区防災計画の普及を進める。

施策の方向 ■ 災害に対する区民の自助意識と地域における共助意識を高めることで、「地域における総合的な防災力」の強化

( 目 標 ) を図る。

■ 令和元年度の世論調査では、66.4％の区民が「災害に備えて水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている」

と回答している。

■ 初期消火能力及び救出救助能力の向上のため、町会・自治会に配備した消火資機材や救出救助用資機材の個別点

検に伴う訪問確認を定期的に行うとともに、地域での防災訓練の実施について働きかけている。
現　　　状

■ 大地震による大規模被害が想定されるため、対策が急がれる地域から優先的に地区防災計画の策定を進めてお

り、令和元年度末までに40団体が計画を策定した。

■ 防災訓練等への参加が少ない、町会・自治会に加入していない住民や、若年世代に対して、自らの命を守る「自

助」の意識の啓発を強化する必要がある。

■ 地区防災計画については、危険度の高い地域に属する町会・

足

自治会に働きかけを行

立

っているが、それ以外

区

の地域

についても自主

　

的な計画の策定を促す

令

必要がある。

課　　　

和

題

■ 集客力のある地

５

震体験車を活用した啓

年

発イベントや防災講演

度

会により、町会・自治

施

会の加入にかかわらず

策

様々な

年代に対して「

評

自助」の意識の普及を

価

促進する。

■「自分た

調

ちのまちは自分たちで

書

守る」という「共助」

(

の意識の浸透と「令和

令

6年度末までに97団

和

体で地区防災計画

を策

４

定」の目標に向け、引

年

き続き区内に402あ

度

る「防災区民組織」に

事

対して配備している資

業

機材の点検や訓練の実

実

施

などの支援をしてい

施

る。
方　　　針

■ 高

)

齢者、要介護認定者、

1

重度の障がい者など、

 

災害時における避難行



数（累計）

定義等 地区防災計画策定団体の数
指

単　位 団体 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 40 45 64 79 90
(5)

実　績　値 40 46 64 79 R6 97

達　成　率 100% 41% 102% 47% 100% 66% 100% 81% -

指標名 【活動2】防災区民組織に対して資機材の点検や訓練などの個別支援を行った回数（累計）

定義等 防災区民組織に対し、貸与している可搬消防ポンプや救出救助用資機材の点検や訓練等の個別支援を行った回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 100 100 100
(6)

実　績　値 - 88 35 26 R6 600

達　成　率 0% 0% 0% 15% 35% 6% 26% 4% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 167,642 167,563

人件費 126,576 157,035

総事業費 294,218 324,598

前年比(金額) △252,922 30,380

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1-1】水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている区民の割合

定義等 世論調査で「災害に備えて水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 68 71 75 75 75
(1)

実　績　値 66.4 73.3 73 72 R6 74

達　成　率 98% 90% 103% 99% 97% 99% 96% 97% -

指標名 【成果1-2】自分の住む地域の避難場所とその意味を知っている区民の割合

定義等 世論調査で「避難場所と意味」各項目について「知っている」等と答えた区民の割合の平均値
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 63 63
(2)

実　績　値 - 60.9 61.4 60.7 R6 75

達　成　率 0% 0% 0% 81% 0% 82% 96% 81% -

指標名 【活動1-1】地震体験車を活用した啓発イベントの開催回数

定義等 地震体験車を活用した訓練や各種啓発イベントの実施回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 100 130
(3)

実　績　値 133 27 42 84 R6 150

達　成　率 0% 89% 0% 18% 0% 28% 84% 56% -

指標名 【活動1-2】防災講演会等の開催回数

定義等 防災講演会等の実施回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 66 66 75
(4)

実　績　値 68 40 15 49 R6 80

達　成　率 0% 85% 0% 50% 23% 19% 74% 61% -

指標名 【成果2】地区防災計画策定団体



か

る人数が限られてしま

っ

って

いたが、乗車人員

た

をコロナ禍前と同様の

が

4人に戻し、より多く

、

の方に地震体験をして

あ

いただき、防災意識の

だ

啓発につなげていく。

ち

【指標-4】防災講演

広

会（出前講座）はその

報

地域の浸水深や避難所

の

、避難場所等、地域に

特

合わせた内容を周知す

集

ることができるた

め、

記

引き続き、内容を工夫

事

しながら実施していく

や

。特に令和3年度の足

防

立区政に関する世論調

災

査において、備蓄や買

講

い置きをして

いると答

演

えた方のうち、水や食

会

料を備蓄している割合

等

が約9割となっている

で

のに対し、簡易トイレ

備

を備蓄している割合は

蓄

34.1％に

とどまっ

の

ているため、災害で下

啓

水道等に被害がある場

発

合にはトイレも使用で

を

きなくなることを周知

行

するとともに、簡易ト

っ

イレを配

付することで

た

、簡易トイレの備蓄に

結

対する意識啓発を図っ

果

ていく。

【指標-5】

、

地域の実情に合わせた

水

災害対応の指針となる

や

地区防災計画について

食

、新規地区の策定支援

料

に向け、地域への説明

等

を丁寧

に行っていくほ

の

か、策定から4年が経

備

過した地区については

蓄

、見直しを行っていく

や

。また、令和7年度以

防

降における策定支援の

災

方向

性について検討し

用

ていく。

【指標-6】

具

引き続き、町会、自治

等

会に配備した可搬消防

の

ポンプや救出救助用資

用

機材の個別点検を実施

意

してくほか、訓練の実

を

施につ

いても働きかけ

し

を行う。また、訓練実

て

施の相談があった場合

い

には、その内容に応じ

る

て消防署との調整を行

区

っていく。

民の

4

割合は前年度とほぼ横

 

ばいであっ

た。

【指標

担

-2】目標をやや下回

当

った。「あだち防災マ

部

ップ＆ガイド」を転入

に

者に対し配付したほか

お

、防災講演会において

け

その地域にお

ける避難

る

場所と意味について周

評

知啓発を行った結果、

価

自分の住む地域の避難

（

場所とその意味を知っ

部

ている区民の割合の平

長

均値は前

年度とほぼ横

評

ばいであった。

【指標

価

-3】目標を下回った

－

。密を避けるため乗車

１

人員を4人から2人に

次

変更するなどのコロナ

評

感染症対策を徹底して

価

実施したこと

や、コロ

）

ナの感染状況が落ち着

そ

いた時期に依頼件数が

の

増えたため、地震体験

１

車を活用した啓発イベ

1

ントの実施回数は令和

)

3年度の4

2回から8

施

4回に倍増した。

【指

策

標-4】目標を下回っ

の

た。コロナの感染状況

達

が落ち着いた時期には

成

、防災講演会（出前講

状

座）の依頼も多くあっ

況

たため、令和3

年度の

と

実績を大幅に上回る4

そ

9回（令和3年度は1

の

5回）実施した。

【指

原

標-5】目標どおりで

因

あった。令和3年度か

の

らの継続支援も含め1

分

5地区の新規計画策定

析

を予定し、予定通り1

【

5地区の策定が終了

し

指

た。コロナ禍の中、定

標

期的な換気や手指消毒

-

徹底など感染対策を行

1

い策定支援を行った。

】

（計10回のワークシ

目

ョップ）

【指標-6】

標

目標を下回った。コロ

を

ナ禍の影響により、訓

や

練実施が少なかったこ

や

とで可搬消防ポンプや

下

救出救助用資機材の個

回

別点検

に伴う訪問確認

っ

の件数も少なかった。

た

2)達成状況と原因分

。

析を踏まえた今後の方

コ

向性

【指標-1】引き

ロ

続き、あだち広報、防

ナ

災講演会、防災イベン

禍

ト等において、普及啓

の

発を行っていくほか、

影

水や食料に比べ備蓄し

響

て

いる割合が低い簡易

に

トイレの啓発に力を入

よ

れ、避難所運営訓練等

り

の参加者への配付を行

実

っていく。

【指標-2

施

】引き続き、「あだち

で

防災マップ＆ガイド」

き

の転入者への配付を継

な

続していくほか、防災

か

講演会において、その

っ

地域にお

ける一時集合

た

場所、避難場所、避難

防

所等の場所や避難行動

災

、分散避難等について

イ

、周知・啓発を行って

ベ

いく。

【指標-3】令

ン

和4年度まで地震体験

ト

車の乗車人員を減らし

も

ていたことにより、同

多

じ時間内でも体験でき



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

防災管理事務 防・災害対策課3528 40,513 26,051 66,564 現状維持 Ａ

防災会議運営事務 防・災害対策課3530 10,379 14,925 25,304 現状維持 Ａ

災害救助事務 防・災害対策課3532 0 7,467 7,467 現状維持 Ｂ

消防団運営助成事業 防・災害対策課3533 18,421 5,808 24,229 現状維持 Ａ

自衛官募集事務 防・災害対策課3536 30 1,659 1,689 現状維持 Ｂ

防災行政無線の管理運営事業 防・災害対策課3537 34,242 11,616 45,858 現状維持 Ａ

防災訓練実施事業 防・災害対策課17268 18,007 32,504 50,511 現状維持 Ａ

区民防災力向上推進事業 防・災害対策課17298 37,113 24,706 61,819 現状維持 Ａ

避難行動要支援者対策推進事業 福祉管理課22891 8,858 32,299 41,157 拡充 Ａ

合計９事業 167,563 157,035 324,598

3)施施策の手段として位置付け



施

ンダーパス等、集中豪

策

雨時等に冠水のおそれ

の

がある箇所の安全設備

概

の維持管理や設備更新

要

を進めていく。

■ 区

柱

民に対し、地域の浸水

立

リスクを啓発するとと

て

もに、避難所における

9

新型コロナウイルス感

【

染症対策のカギとな

る

ま

「分散避難」について

ち

も広く区民に周知し、

】

意識変容につなげてい

地

く。
方　　　針

■ 水

域

害時に避難所を迅速に

の

開設できるよう、避難

個

施設ごとの開設手順書

性

の作成を進めていく。

を

■ 浸水リスクが高く

活

、対策が急がれる地域

か

のコミュニティタイム

し

ライン策定を支援して

た

いく。

■ 民生委員に

都

よる避難行動要支援者

市

の支援活動は、これま

基

では主として震災発生

盤

時の安否確認を想定し

が

てきたた

め、今後、水

整

害時における自ら避難

備

することが困難な方の

さ

円滑な避難を行うこと

れ

のできる仕組みづくり

た

を早急に整備

していく

ま

。

担 当 課 名 防・災害対

ち

策課（とりまとめ）

電

施

話 番 号 03-3880

策

-5836 E-mai

群

l saitai@ci

名

ty.adachi.

9

tokyo.jp

　コ

災

ミュニティタイムライ

害

ンの策定（事前防災行

に

動計画）を区民、自治

強

会や町会と共同で策定

い

していくことにより、

ま

水害発生時に適切な行

ち

動が取れるよう協働を

を

していく。また、水害

つ

発生時に自力で避難す

く

ることが難しい避難行

る

動要

支援者に向けた「

施

個別避難計画」を福祉

策

管理課主導で策定して

名

いく。

協働・協創 　春

9

の水防訓練や秋の防災

.

訓練においては、都市

3

建設部都市建設課や災

水

害時の協定を締結して

害

いる民間事業者等とと

の

の 取 組 み もに、災害に

防

備えた訓練を行ってい

止

る。また、台風等の大

と

雨時には、都市建設部

水

全所属で水防活動を行

害

い、危機管理

部災害対

に

策課も連携して区民生

備

活の安全に努めている

え

。

【目標】11住み続

た

けられるまちづくりを

区

【ターゲット】11.

民

5 2030年までに

意

、貧困層及び脆弱な立

識

場にある人々の保

護に

の

焦点をあてながら、水

向

関連災害などの災害に

上

よる死者や被災者数を

■

大幅に削減し、世界の

 

国内総生産比で直接的

災

ＳＤＧｓが
経済損失を

害

大幅に減らす。【関連

級

する理由】事前に準備

の

し適切な避難行動をと

記

ること。また、閉開庁

録

に関わらず、気
目指す

的

目標
象の動向やタイム

降

ラインに基づく河川管

雨

理者からの情報に注視

に

するとともに河川巡視

よ

や水位観測を行うこと

る

で水害に
（ターゲッ

よ

河

る被害を軽減すること

川

につながる。【評価】

氾

令和元年度台風１９号

濫

の課題を踏まえ、順次

を

避難所運営手順書を整

防

備
ト）との関

した。ま

止

た、新型コロナウイル

す

ス感染症が流行する中

る

、避難所に派遣する職

た

員と避難所運営会議役

め

員との顔合わせや
連及

、

び評価
連絡訓練などで

国

きる訓練を行ってきた

や

。水害防止については

東

、荒川架橋付近で実践

京

を想定した水防訓練を

都

実施した。

備　　　考

と連携して、堤防の強化や一時貯留施設の整

備、排水設備の機能向上等のハード整備を推進していく。

■ 水害の発生に備えて適切な避難行動をとることができるように、自助の意識の啓発強化を図る。

施策の方向 ■ 避難所開設にかかる「手順書」の作成を進めるとともに、避難所を適切に開設・運営することができるよう、手

( 目 標 ) 順書に基づいた訓練を実施する。

■ 近隣への避難の呼びかけなど地域を核とした避難行動が広がるように、コミュニティタイムライン（事前防災行

動計画）の策定を促進していく。

■ 区では、道路冠水によって自動車が水没する危険性のあるアンダーパスなどについて、排水ポンプや路面冠水自

動検知装置、通行止め電光掲示板等を設置して、集中豪雨による都市型水害に備えている。

■ 区民の水害に対する理解を深め円滑な避難行動につなげるため、洪水ハザードマップの配布や解説動画の配信に

より、家庭内でのタイムライン作成や地域におけるコミュニティタイムライン策定の必要性について啓発活動を行っ
現　　　状

ている。

■ 避難所ごとに「手順書」の整備を進め、それに基づいた訓練を実施している。

■ 令和元年台風第19号を経験し、ハード・ソフトともにさらなる安全

足

対策が求められている

立

がが、大規模なハード

区

整備には時間が掛かる

　

こと。

■ 令和元年度

令

の世論調査では、洪水

和

ハザードマップを見た

５

ことがない区民が約2

年

0％、自宅周辺の状況

度

を理解してい

ない区民

施

が約60％いるなど、

策

区民の水害意識を早急

評

に高める必要がある。

価

■ 新型コロナウイル

調

ス感染症の影響を踏ま

書

えた「３密」対策のた

(

め、避難所における受

令

入可能人員が不足する

和

こと
課　　　題

から、

４

リスクや被害状況に応

年

じた分散避難の考え方

度

を区民に周知する必要

事

がある。

■ 堤防の強

業

化や一時貯留施設の早

実

期整備、下水道の排水

施

能力向上などについて

)

、河川や下水道の管理

1

者である国、

東京都へ

 

要望していく。

■ ア



141 142 R6 164

達　成　率 0% 0% 69% 69% 85% 86% 88% 87% -

指標名 コミュニティタイムラインに基づいた避難訓練を実施した地区数

定義等 コミュニティタイムライン（事前防災行動計画）に基づいた訓練実施地区数
指

単　位 地区数 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 4 4 5
(5)

実　績　値 - 2 2 4 R6 11

達　成　率 0% 0% 0% 18% 50% 18% 100% 36% -

指標名 コミュニティタイムライン策定地区数

定義等 コミュニティタイムライン（事前防災行動計画）策定地区数
指

単　位 地区数 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 4 4 5
(6)

実　績　値 - 2 2 4 R6 11

達　成　率 0% 0% 0% 18% 50% 18% 100% 36% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 365,308 421,353

人件費 203,406 193,483

総事業費 568,714 614,836

前年比(金額) 74,077 46,122

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 水害のおそれがある際に避難所以外で避難する場所を事前に決めている区民の割合

定義等 世論調査で「河川がはん濫する恐れがある場合、避難する場所を事前に決めている」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 65 65
(1)

実　績　値 - 62.2 61 57 R6 75

達　成　率 0% 0% 0% 83% 0% 81% 88% 76% -

指標名 「『足立区洪水ハザードマップ』を見たことがあり、自宅周辺の状況を理解した」と回答した区民の割合

定義等 世論調査で「足立区洪水ハザードマップを見たことがあり、自宅周辺の状況を理解した」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 30 40
(2)

実　績　値 - - 28.7 33.3 R6 50

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 57% 111% 67% -

指標名 避難所開設時の「手順書」に基づいた開設訓練を実施した避難所数

定義等 「水害時避難所運営手順書」に基づいた水害時避難所の開設訓練を実施した避難所の数
指

単　位 避難所数 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 76 80 75
(3)

実　績　値 - 34 14 27 R6 164

達　成　率 0% 0% 0% 21% 18% 9% 34% 16% -

指標名 避難所開設時の「手順書」を作成済みの避難所数

定義等 施設ごとの「水害時避難所運営手順書」を作成した避難所の数
指

単　位 避難所数 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 164 165 162 164
(4)

実　績　値 - 113



め

作成していく。

【指標

て

-5】水害時に各地域

い

がコミュニティタイム

る

ラインに基づき、避難

区

行動を取ることができ

民

るよう、台風シーズン

の

前に訓練を実

施する。

割

【指標-6】新たに１

合

地区の策定に向けワー

は

クショップ等を実施し

、

ていくほか、策定した

令

コミュニティタイムラ

和

インをより実効性の

あ

元

る計画にブラッシュア

年

ップするため、策定地

度

区に対するフォローア

の

ップ方法を検討してい

台

く。

風19号翌年の令和2年度が62.2％であったが、年数の経過に伴い、その割合が下がりつ

4

つある。

【指標-2】

 

目標を上回った。令和

担

4年度に改訂したハザ

当

ードマップの全戸配付

部

により、「『ハザード

に

マップ』を見たことが

お

あり、

自宅周辺の状況

け

を理解した」と回答し

る

た区民の割合が3年度

評

の28.7％から33

価

.3％に増加した。

【

（

指標-3】目標を下回

部

った。コロナの感染状

長

況が落ち着いた時期に

評

は訓練を実施できた避

価

難所もあったが、避難

－

所運営会議の部員

等に

１

は高齢者も多く、コロ

次

ナに感染した場合のリ

評

スクも高いことから、

価

訓練を見送った避難所

）

運営会議も多かった。

そ

【指標-4】目標を下

の

回った。新たに水害時

１

避難施設１箇所につい

1

て手順書を作成し、水

)

害時に派遣する区職員

施

による現地確認を実

施

策

した。

【指標-5】目

の

標を達成した。コミュ

達

ニティタイムラインを

成

策定している４地区合

状

同で情報伝達訓練を実

況

施し、実災害時におけ

と

る情

報伝達手段の確保

そ

を担保できるよう訓練

の

を実施した。

【指標-

原

6】目標を達成した。

因

コロナの感染対策を徹

の

底しながら、コミュテ

分

ィタイムライン策定の

析

ワークショップを開催

【

し、新たに

２地区の策

指

定を完了した。

2)達

標

成状況と原因分析を踏

-

まえた今後の方向性

【

1

指標-1】引き続き、

】

台風シーズン前のあだ

目

ち広報に水害対策の特

標

集記事を掲載するほか

を

、防災講演会、防災イ

下

ベント等において

分散

回

避難について周知し、

っ

在宅避難や縁故等避難

た

等を含めた避難場所を

。

事前に決めていただく

水

よう啓発を行っていく

害

。

【指標-2】引き続

の

き、あだち広報の特集

お

記事や防災講演会にお

そ

いて、足立区洪水ハザ

れ

ードマップや電柱の浸

が

水深表示などにより自

あ

宅周辺の浸水リスクに

る

ついて確認していただ

際

けるよう啓発を行って

に

いく。

【指標-3】コ

避

ロナ禍のため手順書は

難

作成したものの訓練を

所

実施できていない避難

以

所も多いため、手順書

外

に基づいた避難所運営

で

訓練

の実施を支援し、

避

どこの地域においても

難

水害時に避難所を開設

す

・運営できる体制を整

る

えていく。

【指標-4

場

】引き続き、避難所の

所

確保に向けて民間施設

を

等との協定を締結する

事

とともに、水害時に避

前

難所として使用できる

に

施設につ

いては、水害

決

時避難所運営手順書を



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

水害対策事業 都市建設課3896 47,735 48,933 96,668 拡充 Ａ

土木事務一般管理事務 都市建設課3897 16,960 53,081 70,041 現状維持 Ｂ

災害抑制工事事業 都市建設課3901 0 4,149 4,149 現状維持 Ａ

排水場の維持管理事業 道・安全設備課3954 58,494 35,488 93,982 現状維持 Ｂ

排水場・樋管の撤去事業 道・安全設備課3955 208 16,827 17,035 現状維持 Ｂ

河川の整備事業 道・道路整備課4514 34,806 18,244 53,050 現状維持 Ｂ

河川の整備事業 都市建設課5660 252,465 14,105 266,570 現状維持 Ａ

排水場・水門の整備事業 道・安全設備課21873 0 830 830 現状維持 Ｂ

東部地区河川の維持事業 道・東部道公維持課23084 6,277 913 7,190 現状維持 Ｂ

西部地区河川の維持事業 道・西部道公維持課23085 4,408 913 5,321 現状維持 Ｂ

合計１０事業 421,353 193,483 614,836

3)施施策の手段として位置付け



施

性改善により、すべて

策

の人々に、安全かつ安

の

価で容易に利用できる

概

目指す目標
、持続可能

要

な輸送システムへのア

柱

クセスを提供する。
（

立

ターゲッ
【関連する理

て

由】交通不便地域の解

9

消に向け、新たな交通

【

手段を導入することや

ま

交通ネットワークの向

ち

上に寄与する
ト）との

】

関
路線を優先して用地

地

取得を進めることは、

域

SDGsターゲット1

の

1.2に寄与する。
連

個

及び評価
【評価】花畑

性

周辺地域を運行してい

を

る社会実験バスについ

活

て、収支率向上策の実

か

施と検証期間の半年間

し

延長を決定し

た。また

た

、入谷・鹿浜地区にお

都

いて、多様な交通手段

市

の導入を検討するため

基

、交通需要アンケート

盤

を実施した。

備　　　

が

考

整備されたまち

施 策 群 名 10 便利で快適な道路・交通網をつくる

施 策 名 10.1 スムーズに移動できる交通環境の整備

■　便利で快適な交通環境の実現を目指し、まちづくりと連携し、鉄道やバス路線網の充実を図る。

■　安全で快適な交通環境の実現を目指し、都市計画道路等の用地取得を進め、都市計画道路等の整備を推進する。

施策の方向
( 目 標 )

■　これまで交通空白地域の解消に取組み、９４.３％まで達成していたが、交通空白地域に住む区民の「移動に関

する不便感」は、必ずしも非交通空白地域に住む区民よりも高い状況でないことが平成２９年に実施した「交通に関

する区民意識調査」で判明した。

■　令和４年度末現在、都市計画道路の事業完了整備率は７８％である。
現　　　状

■　交通不便地域の解消に向け、地域のニーズに沿った交通手段導入に向けた検討が必要になっている。

■　都市計画道路は、災害時の避難経路及び延焼遮断帯としての機能を有しているため、特に木造住宅密集地域での

整備を進めていく必要がある。

課　　　題

■　交通不便地域を解消するバスやバス以外の多様な交通手段の導入を順次進めていく。

■　都市計画道路の整備は、震災時に家屋の火災や倒壊危険度が高い地域を含む路線と、交通ネットワークの向上に

寄与する路線を優先して用地取得を進めていく。

方　　　針

担 当 課 名 都市建設部・交通対策課（取りまとめ）

電 話 番 号 03-3880-59

足

12 E-mail ko

立

utuu@city.

区

adachi.tok

　

yo.jp

　地域ニー

令

ズを反映した交通サー

和

ビスを検討するため、

５

地域の代表者や関係団

年

体等で構成する地域公

度

共交通検討会を

実施し

施

た。

　都市計画道路の

策

整備は、地域住民や地

評

権者への事業に対する

価

理解と協力が不可欠で

調

あり、地元説明会やま

書

ちづくり

協働・協創 協

(

議会等を通して今後も

令

事業説明や情報提供を

和

行っていく。

の 取 組 み

４

【目標】住み続けられ

年

るまちづくりを

【ター

度

ゲット】11.2　2

事

030年までに、脆弱

業

な立場にある人々、女

実

性、子ども、障害者及

施

び高齢者のニーズに特

)

に配慮
ＳＤＧｓが

し、

1

公共交通機関の拡大な

 

どを通じた交通の安全



和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 1,187,665 6,513,713

人件費 170,405 185,140

総事業費 1,358,070 6,698,853

前年比(金額) △210,574 5,340,783

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 交通不便地域の解消に資する交通手段導入数

定義等 交通不便地域への新規交通手段導入数（社会実験バス含む）
指

単　位 数 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 1 0 0
(1)

実　績　値 - - 1 0 R6 1

達　成　率 0% 0% 0% 0% 100% 100% 0% 0% -

指標名 交通手段導入に関する地域公共交通会議等の開催回数（累計）

定義等 地域公共交通検討会及び足立区地域公共交通会議の開催回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 5 9 14
(2)

実　績　値 1 3 7 12 R6 20

達　成　率 0% 5% 0% 15% 140% 35% 133% 60% -

指標名 区内の都市計画道路整備延長の割合

定義等 都市計画道路の事業完了整備割合　（区内総延長161ｋｍ）
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 76 81 81 81 81
(3)

実　績　値 77 78 78 78 R6 82

達　成　率 101% 94% 96% 95% 96% 95% 96% 95% -

指標名 優先整備路線（区施行）等に必要な用地取得面積を100とした場合の累計取得率

定義等 用地取得面積を100とした場合の累計取得面積率
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 46 47 49 51 53
(4)

実　績　値 46 47 48 50 R6 59

達　成　率 100% 78% 100% 80% 98% 81% 98% 85% -

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令



めるため、交通需要アンケートを実

施した。

指標２　花畑周辺地域公共交通検討会（対面１回・書面２回）及び足立区地域公共交通会

4

議（書面２回）を開催

 

し、収支率向上の

ため

担

の方策や、検証運行期

当

間の半年延長を決定し

部

た。

指標３　目標値の

に

大部分を占める都施工

お

の補助第２６１号線及

け

び補助第１４０号線等

る

や、車両の交通開放を

評

することができたが、

価

継続して事業を実施し

（

ている補助第１３６号

部

線関原・梅田地区の遅

長

れにより目標を達成す

評

ることができなかった

価

。

指標４　コロナ禍の

－

ため、地権者との交渉

１

機会が設けられず面談

次

回数が目標を達成でき

評

なかったが、電話やメ

価

ールなどの交渉に切

替

）

え途切れなく連絡を続

そ

けたことで地権者の理

の

解を得られたため、用

１

地取得面積の目標は９

1

割以上達成した。

2)

)

達成状況と原因分析を

施

踏まえた今後の方向性

策

　花畑周辺地区を運行

の

している社会実験バス

達

については、利用動向

成

を再検証し、交通需要

状

の特性を改めて確認す

況

るとともに、需要

に見

と

合う運行方法について

そ

検討していく。また、

の

入谷・鹿浜地区におけ

原

るバス以外の多様な交

因

通手段の導入について

の

は、令和４年

度に実施

分

したアンケート調査の

析

結果をふまえ、地元等

指

と協議をしながら実証

標

実験の準備を進めてい

１

く。

　都市計画道路は

　

、災害時の避難路、延

入

焼遮断帯として機能す

谷

ることから、地域住民

・

の関心や期待は非常に

鹿

高く事業の貢献度も高

浜

い。都と連携して早期

地

整備を進める。

　区が

区

施行する補助第１３８

に

号線は、旧日光街道か

お

ら補助第１００号線間

い

のうち、延長２８０ｍ

て

残すのみで、電線共同

、

溝工事が完

了した。補

デ

助第２５６号線は用地

マ

買収済個所を暫定歩道

ン

として整備した。引き

ド

続きコミュニケーショ

型

ンを密に図り、着実に

な

用地取

得を推進する。

どバス以外の多様な交通手段の導入検討を進



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

交通施策推進事務 交通対策課3905 4,554 33,188 37,742 現状維持 Ａ

交通施設の整備・改善事業 交通対策課3908 121,327 8,463 129,790 現状維持 Ａ

道路の新設事業 道・道路整備課3934 6,157,500 87,748 6,245,248 現状維持 Ａ

新設道路整備の事務 道・道路整備課3935 7,757 25,051 32,808 現状維持 Ｂ

都市計画道路用地取得事務 道・道路整備課15263 80,114 14,096 94,210 拡充 Ａ

鉄道駅ホームドア等整備事業 都市建設課22144 77,133 8,297 85,430 現状維持 Ａ

コミュニティバスはるかぜ車両等購入費補助金交付事業 交通対策課22786 65,328 8,297 73,625 現状維持 Ａ

合計７事業 6,513,713 185,140 6,698,853

3)施施策の手段として位置付け



施

の着用努力義務化につ

策

いての周知、ターゲッ

の

　トを絞った各種啓発

概

活動を継続的に行い、

要

特に自転車・歩行者が

柱

関与する交通事故死傷

立

者数の減少にさらに取

て

組ん

　でいく。

担 当 課

9

名 道・東部道公維持課

【

（取りまとめ）

電 話 番

ま

号 03-3880-5

ち

008 E-mail t

】

-iji@city.

地

adachi.tok

域

yo.jp

　交通安全

の

の普及啓発事業につい

個

て、保育園・幼稚園等

性

、小・中学校、都立高

を

校、住区センター等で

活

、区内四警察署

ととも

か

に、幅広い年齢層に対

し

して、各種啓発活動を

た

継続的に実施する。小

都

学校での自転車教室で

市

は、ＰＴＡとも連携

し

基

て実施することで、家

盤

庭においても交通安全

が

意識の啓発ができるよ

整

う促していく。なお、

備

学校等で自転車の死角

さ

体

協働・協創 験や内輪

れ

差に関する普及啓発を

た

行うためトラック協会

ま

等と連携する。また、

ち

自転車用ヘルメット補

施

助制度の創設に伴

の 取

策

組 み い、区内自転車販

群

売店に協力を促してい

名

く。

【目標】3すべて

1

の人に健康と福祉を【

0

ターゲット】3.6　

便

2020年までに、世

利

界の道路交通事故によ

で

る死傷者を半減さ

せる

快

。【関連する理由】幅

適

広い年齢層に対し、交

な

通安全意識の普及啓発

道

活動を推進していくこ

路

とで、区内の交通事故

・

ＳＤＧｓが
発生件数の

交

減少につながる。また

通

、自転車用ヘルメット

網

の着用努力義務化と補

を

助制度について周知し

つ

ていくことで、
目指す

く

目標
死傷事故件数の減

る

少につながる。【評価

施

】自転車用ヘルメット

策

の着用を促すため、区

名

では自転車用ヘルメッ

1

ト補助制
（ターゲッ

度

0

を創設した。【目標】

.

11住み続けられるま

2

ちづくりを【ターゲッ

安

ト】11.5　203

全

0年までに、貧困層及

に

び脆弱な立場
ト）との

利

関
にある人々の保護に

用

焦点をあてながら、水

で

関連災害などの災害に

き

よる死者や被災者数を

る

大幅に削減し、世界の

道

国内総
連及び評価

生産

路

比で直接的経済損失を

環

大幅に減らす。【関連

境

する理由】無電柱化を

の

進めることにより防災

整

力強化につながる。

【

備

評価】北綾瀬駅前広場

■

と西新井駅前広場にお

　

いて事業認可を取得し

安

新規着手した。

 

備　

全

　　考

で良好な道路環境を形成し、道路の機能に起因した事故発生件数の減少を図る。

■　交通安全意識の普及啓発活動を推進し、交通事故発生件数の減少を図る。

施策の方向
( 目 標 )

■　５年に１度実施する橋りょう等の定期点検のほか、道路パトロール、路面下空洞調査、路面性状調査を実施して

　道路の状態を把握し計画的に補修を行っている。

■　ユニバーサルデザインに基づく歩行空間のバリアフリー化を進めている。

■　防災機能の強化、安全な歩行空間の確保、良好な都市景観の創出を図るため、無電柱化事業を進めている。
現　　　状

■　区内交通事故死傷者数は、平成29年より2,000人を下回っていたが、令和４年は2,011人となり、６年ぶりに

　2,000人を超えた。

■　経年劣化により老朽化が進んだガードパイプ等の道路付属物を計画的に改修していく必要がある。

■　まちづくりと連携してバリアフリー化を進めており、これまで比較的点的な整備を行ってきたことから、現状達

　成度が低くなっている。

■　エリアデザインの推進に伴い、防災機能の強化や安全な歩行空間の確保が求められ、無電柱化計画路線を追加し

　たため、さらなる整備の推進が必要である。
課　　　題

■　高齢者や自転車が関与する事故が多いこと、就労世代に対する交通安

足

全意識の普及啓発活動

立

の機会が少ないこと

　

区

などの課題があり、対

　

応が求められている。

令

■　道路の劣化や損傷

和

等を未然に防ぐ計画的

５

な道路維持管理を行っ

年

ていくために、引き続

度

き定期点検、道路調査

施

を実

　施していくとと

策

もに、老朽化した道路

評

付属物の更新を効率的

価

に進める。

■　令和３

調

年度から着手した竹ノ

書

塚駅周辺のまちづくり

(

に伴う面的な整備を行

令

うことで、バリアフリ

和

ー化を大きく進

　めて

４

いく。

■　利用しやす

年

い安全な道路を整備す

度

るため、「足立区無電

事

柱化推進計画」に基づ

業

き、引き続き道路の無

実

電柱化を　
方　　　針

施

　推進していく。

■　

)

自転車保険加入義務化

1

やながらスマホの禁止

 

、自転車用ヘルメット



% 55% -

指標名 スタントマンを活用した体験型交通安全教室参加人数、自転車教室参加人数、保育園等交通安全教室参加人数

定義等 各種交通安全教室の参加人数の合計
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 23,000 23,000 24,000
(5)

実　績　値 21,904 - 17,610 20,932 R6 25,000

達　成　率 0% 88% 0% 0% 77% 70% 91% 84% -

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 4,261,735 3,867,370

人件費 901,154 876,956

総事業費 5,162,889 4,744,326

前年比(金額) △11,749 △418,563

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 道路損傷等による事故発生件数（区道）

定義等 道路損傷等による事故発生件数の減少は、道路が安全な状態であることを表すため。　※低減目標
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 0 0 0 0 0
(1)

実　績　値 4 1 2 2 R6 0

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 平成29年度以降にバリアフリーに対応した整備を行った歩道の累計延長

定義等 安全に利用できる道路環境整備の状況を測ることができるため。
指

単　位 m 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 935 1,800 2,350 2,900 3,450
(2)

実　績　値 916 1,610 2,430 3,040 R6 4,000

達　成　率 98% 23% 89% 40% 103% 61% 105% 76% -

指標名 足立区無電柱化計画路線における整備着手率

定義等 防災力強化と良好な都市景観に寄与する道路の整備状況を測ることができるため。
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 11.6 18.3 19.7 21.1 22.5
(3)

実　績　値 11.4 16.7 18.2 18.2 R6 23.8

達　成　率 98% 48% 91% 70% 92% 76% 86% 76% -

指標名 交通事故死傷者数

定義等 負傷者数・死亡者数の合計　※低減目標
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 1,700 1,500 1,400 1,300 1,200
(4)

実　績　値 1,978 1,686 1,803 2,011 R6 1,100

達　成　率 86% 56% 89% 65% 78% 61% 65



た

助制度の周知を通じて

事

、交通ルールやマナー

故

の啓発を行っていく。

と建築限界高さ4.5mより低い

　　　位置にあった街路樹の枝にトラックの荷台が接触し破損した事故の２件が発生した。

指

4

標２　区役所周辺地区

 

(梅島一丁目)バリア

担

フリー化その４工事と

当

文教大学北側の自転車

部

・歩行者専用道路整備

に

の実施で目標

　　　値

お

を上回った。

指標３　

け

目標値を下回ったが、

る

江北地区では江北駅か

評

ら東京女子医大までの

価

路線と江北小学校から

（

環七通りまでの路線で

部

詳細

　　　設計、千住

長

一丁目では電力引込工

評

事、五反野駅前通りで

価

は１期の支障移設工事

－

、２期の詳細設計など

１

事業は着実に進めて

　

次

　　いる。

指標４　交

評

通事故死傷者数は、６

価

年ぶりに2,000人

）

を超え、目標値に達す

そ

ることはできなかった

の

。また、交通事故件数

１

1,859件の

　　　

1

うち、自転車関与率は

)

52.7％と非常に高

施

い割合となっている。

策

指標５　コロナ禍でも

の

、小学生向け自転車教

達

室は全68校で開催す

成

ることができた。保育

状

園等での交通安全教室

況

は新型コロナウイ

　　

と

　ルス感染症による休

そ

園等の影響もあったが

の

、概ね実施できた。

2

原

)達成状況と原因分析

因

を踏まえた今後の方向

の

性

　道路機能の保全及

分

び改善に関する施策と

析

して、まず、ブロック

指

舗装路線について、原

標

則ブロック舗装をとり

１

やめ、順次アス

ファル

　

ト舗装等に切り替えて

歩

いく。次に、街路樹の

道

維持管理について、令

(

和５年３月に策定した

切

街路樹維持管理指針に

下

基づき、

安全な通行確

げ

保や事故防止のために

部

配慮すべき事項に関し

)

て職員や委託業者が共

に

通認識を持って日常管

お

理にあたることにより

い

、

街路樹が原因の事故

て

をなくしていく。また

設

、引き続き道路の大規

置

模改修に合わせて、歩

不

行空間のバリアフリー

良

化、無電柱化に

よる防

の

災力の強化を図り、安

ブ

全で快適に利用できる

ロ

道路環境を整備してい

ッ

く。

　交通安全普及啓

ク

発活動に関する施策と

舗

して、交通事故死傷者

装

数は減少傾向にあった

材

が、６年ぶりに2,0

が

00人を超えた。

これ

車

までの各種交通安全教

の

室に加え、自転車シミ

バ

ュレーターを活用した

ン

交通安全教室や各種イ

パ

ベント、トラック等を

ー

活用した

死角体験や内

に

輪差に関する体験、自

当

転車用ヘルメットの補

た

助制度など様々な角度

り

から交通安全の普及啓

損

発を行っていく。また

傷

、

自転車用ヘルメット

し

着用の努力義務化と補



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計２１事業 3,867,370 876,956 4,744,326

3)施施策の手段として位置付け



道路 道

・

6

道路公園管理課

別紙

3)施

3

策の手段として位置付

9

けられる事務事業の評

路

1

価結果
事務事業 施策へ

3

の
事務事業名 事業費 人

3

件費 総事業費 課長評価

,

担当課コ ー ド 貢献

0

度

12 23,

公

192 26,204 現

園

状維持 Ｂ

道路の不正使

管

用等に対する指導事業

理

道・道路公園管理課3

課

915 4,204 43

3

,085 47,289

9

現状維持 Ｂ

東部地区道

1

路の維持事業 道・東部

台1

道公維持課3946 7

1

85,737 81,5

3

00 867,237 現

5

状維持 Ｂ

東部道路公園

,

一般管理事務 道・東部

2

道公維持課3947 7

2

,541 19,893

0

27,434 現状維持

2

Ｂ

道路の改良事業 道・

5

道路整備課3949 6

帳 3

43,215 87,1

,

04 730,319 現

7

状維持 Ａ

東部地区交通

1

安全施設の維持事業 道

0

・東部道公維持課39

3

51 62,921 6,

8

458 69,379 現

8

状維持 Ｂ

舗装の改修事

,

業 道・道路整備課39

9

52 207,400 1

整 3

9,573 226,9

0

73 現状維持 Ｂ

私道整

現

備助成事業 道・道路公

状

園管理課3953 85

維

,784 14,096

持

99,880 現状維持

Ｂ

Ｂ

交通安全の普及啓発

道

事業 交通対策課186

路

47 23,089 48

・

,083 71,172

備

水

現状維持 Ａ

街路灯の維

路

持事業 道・安全設備課

の

20762 369,4

占

05 33,188 40

用

2,593 現状維持 Ａ

事

街路灯の新設及び改修

務

事業 道・安全設備課2

道

0770 601,85

・

6 49,782 651

道

,638 現状維持 Ａ

防

事

路

犯灯助成事業 道・道路

公

公園管理課20776

園

40,538 14,0

管

96 54,634 現状

理

維持 Ｂ

道路の改良事業

課

道・安全設備課223

3

48 0 830 830 改

9

善・変更 Ａ

西部地区交

1

通安全施設の維持事業

2

道・西部道公維持課2

業

6

3071 62,884

,

5,139 68,02

4

3 現状維持 Ｂ

西部地区

8

道路の維持事業 道・西

3

部道公維持課2307

7

6 742,035 74

7

,783 816,81

,

8 現状維持 Ｂ

西部道路

9

公園一般管理事務 道・

7

西部道公維持課230

道

2

82 17,125 16

8

,677 33,802

4

現状維持 Ｂ

東部地区公

,

衆便所の維持管理事業

4

道・東部道公維持課2

5

3125 20,689

5

3,068 23,75

現

7 現状維持 Ｂ

西部地区

状

公衆便所の維持管理事

維

業 道・西部道公維持課

・

持

23147 15,48

Ａ

9 3,068 18,5

屋

57 現状維持 Ｂ

道路の

外

設備維持事業 道・安全

広

設備課23162 32

告

,743 1,659 3

物

4,402 現状維持 Ｂ

事

合計２１事業 3,86

務

7,370 876,9

道

56 4,744,32



施

ちのルールを策定し規

策

制・誘導を行うことで

の

、良好
方　　　針

　な

概

市街地を形成し、快適

要

なまちづくりを推進し

柱

ていく。

担 当 課 名 都市

立

建設課（取りまとめ）

て

電 話 番 号 03-388

9

0-5280 E-ma

【

il tosikeik

ま

aku@city.a

ち

dachi.toky

】

o.jp

■　第二次景

地

観計画に基づく「足立

域

・まちの風景資産」の

の

令和６年度選定を目指

個

し、今後、“足立らし

性

い風景”を区

　民を問

を

わず広く募集・公表す

活

ることとしている。あ

か

わせて講演会やまち歩

し

き・ワークショップを

た

実施するなど、　

　足

都

立区の魅力ある景観を

市

区の内外へ発信するこ

基

とにより、区民や事業

盤

者の“地域の景観を創

が

り、守る”意識や区の

整

協働・協創 　景観施策

備

への参加意欲を高めて

さ

いく。こうした取組み

れ

を通じて、区民、事業

た

者、区の協働・協創に

ま

よる景観まちづ

の 取 組

ち

み 　くりを推進してい

施

く。

■　エリアデザイ

策

ン計画の推進など、庁

群

内及び地元まちづくり

名

協議会やまちづくり推

1

進委員会と連携しなが

1

ら、まち

　づくりを進

地

めている。さらに区民

域

・地域・各種団体など

の

が一体となって地域課

特

題解決に向けた取り組

性

みができるよ

　う都市

を

計画マスタープランに

活

基づく、協働・協創に

か

よるまちづくりに取り

し

組んでいく。

【目標】

た

11　住み続けられる

ま

まちづくりを【ターゲ

ち

ット】11.3　20

づ

30年までに、包摂的

く

かつ持続可能な都市化

り

を促進

し、すべての国

を

々の参加型、包摂的か

進

つ持続可能な人間居住

め

計画・管理の能力を強

る

化する。【関連する理

施

由】都市計
ＳＤＧｓが

策

画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝに

名

掲げる３つの柱は、安

1

心して住み続けられる

1

まちづくりにつながる

.

。【評価】庁内、区民

1

、事業者など
目指す目

良

標
と連携し、まちづく

好

りを進めることができ

な

た。引き続き安全で活

景

力と魅力あふれるまち

観

の実現に取組んでいく

の

。
（ターゲッ

【目標】

形

17　ﾊﾟｰﾄﾅｰｼ

成

ｯﾌﾟで目標を達成し

と

よう【ターゲット】1

快

7.17　様々なﾊﾟ

適

ｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟの経

な

験や資源戦略を基にし

ま

た
ト）との関

、効果的

ち

な公的、官民、市民社

づ

会のﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯ

く

ﾌﾟを奨励・推進する

り

。【関連する理由】都

の

市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗ

推

ﾝに掲げている
連及び

進

評価
「協働・協創によ

■

るまちづくり」は区民

　

・地域・各種団体など

良

とのﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯ

好

ﾌﾟの推進につながる

な

。【評価】まちづく

り

景

協議会やまちづくり推

観

進委員と連携して、ま

を

ちづくりを進めること

形

ができた。

備　　　考

成するため、景観法による届出を通じて、建築物等や屋外広告物の規制・誘導を行うとともに、

　地域住民の景観形成の機運を高める活動を推進していく。

■　区民及び事業者との協働・協創により、地域の特性を活かしたまちのルールを策定することで、良好な景観の形

施策の方向 　成と快適なまちづくりを推進していく。

( 目 標 )

■　個々の建築物の形態意匠、色彩等の質を高め、周辺とのつながりやまとまりに配慮した良好な景観の形成を図る

　ため、届出や事前協議を通じた建築物や屋外広告物等の規制・誘導を行っている。

■　西新井大師周辺地区では、景観ルールづくりについて地域住民と連携して検討を重ねた結果、平成31年４月に　

　「足立区景観計画」の一部を改正し、西新井大師を区内５か所目となる特別景観形成地区に指定した。
現　　　状

■　「足立区都市計画マスタープラン」に基づく、用途地域や地区計画等の規制・誘導による土地利用施策、木造住

　宅密集市街地における新たな防火規制の指定、市街地開発事業等を区民及び事業者など様々な主体との協働・協創

　により着実に進めている。

■　様々な主体が日常の身近な景観に関心を持ち、良好な景観を維持・創造していくための働きかけが必要である。

　また、景観形

足

成地区と特別景観形成

立

地区の良好なまち並み

区

保全のための景観誘導

　

に取組む必要がある。

令

■　引き続き用途地域

和

や地区計画等に基づく

５

規制・誘導を実施する

年

ことで、良好な市街地

度

を形成していく必要が

施

あ　

　る。

課　　　題

策

■　景観法に基づく届

評

出を通じて、建築物や

価

屋外広告物の規制・誘

調

導を行うことに加えて

書

、その履行状況を完了

(

届出

　により確認する

令

ことで、良好な景観を

和

形成していく。

■　景

４

観形成地区の地域住民

年

の良好な景観形成に関

度

する機運を醸成するた

事

め、ワークショップな

業

ど、具体的な景観　

　

実

ルールづくりに向けた

施

取組みを推進していく

)

。

■　様々な主体との

1

協働・協創により、地

 

域の特性を活かしたま



値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 207,003 30,712

人件費 159,993 120,069

総事業費 366,996 150,781

前年比(金額) △1,590,020 △216,215

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「景観・街並みが良好である」と思う区民の割合

定義等 世論調査で「景観・街並みが良好である」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 48 48 48 49 49
(1)

実　績　値 44.7 51.8 53.1 53.4 R6 50

達　成　率 93% 89% 108% 104% 111% 106% 109% 107% -

指標名 景観の届出の内容が反映された完了届出割合

定義等 各年度における景観法届出件数に対する完了届出の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 64 68 72
(2)

実　績　値 - - 78.1 71.2 R6 75

達　成　率 0% 0% 0% 0% 122% 104% 105% 95% -

指標名 まち歩き、ワークショップ等の開催回数（累計）

定義等 景観資源の発掘や景観重要建造物の指定等に向けた、まち歩きやワークショップの開催回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 1 2 3
(3)

実　績　値 - - 0 0 R6 4

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 地域の特性を活かした協働・協創による地区計画等の策定の面積割合

定義等 市街化区域に対する地区計画等の策定面積割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 31.9 32.4 32.8 33.2 33.6
(4)

実　績　値 31.9 32.4 32.4 32.6 R6 34

達　成　率 100% 94% 100% 95% 99% 95% 98% 96% -

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　



たことにより、区民の景観に対する意識が

向上し、身近な景観の魅力に気付くきっかけになったと考える。

(2)指標2は、届出に関

4

する問い合わせがあっ

 

た際や届出を受理した

担

際に、足立区景観条例

当

により完了届出が義務

部

化されている旨を

周知

に

していることから、目

お

標を達成したと考える

け

。

(3)指標3は、区

る

民が身近にある景観資

評

源に対する認識を高め

価

る機会としてまち歩き

（

を開催する予定であっ

部

たが、新型コロナウイ

長

ル

スの影響により中止

評

した。

(4)指標4は

価

、北綾瀬駅周辺地区（

－

約4.2ha）および

１

辰沼一丁目地区（約4

次

.3ha）の2地区で

評

新規に地区計画を策定

価

し、ほぼ計画どお

り進

）

めることができた。

2

そ

)達成状況と原因分析

の

を踏まえた今後の方向

１

性

（1）区民の景観へ

1

の関心をさらに高めて

)

、区民とともに魅力あ

施

る景観資源を発掘して

策

いくため、これまでの

の

取組みに加え、まち

歩

達

きやワークショップ等

成

の開催、特定地区に関

状

する情報発信などを行

況

い、景観形成に関する

と

普及啓発の取組みを一

そ

層進めていく。

（2）

の

区民や事業者に完了届

原

出の義務がある旨を引

因

き続き周知していく。

の

また、届出を通じて建

分

築計画における景観の

析

質を高める

規制誘導を

(

行うとともに、その内

1

容が着実に実行されて

)

いることを完了届出に

指

より確認・把握してい

標

く。

（3）専門家の指

1

導・監修・参加のもと

は

でまち歩きを開催し、

、

参加した区民に身近に

景

ある景観資源に対する

観

認識を高めてもらうと

形

ともに、歴史や文化を

成

感じられる景観資源を

に

保全していく重要性に

関

ついて理解を深めるき

す

っかけとしてもらう。

る

（4）エリアデザイン

リ

計画、都市計画道路の

ー

延焼遮断帯の形成、防

フ

災まちづくりの推進地

レ

区、都営住宅建替え事

ッ

業地区等において

、地

ト

元まちづくり協議会等

の

を通じ意向把握や東京

配

都の協力のもと地区計

布

画を策定し、協働・協

、

創によるまちづくりを

毎

推進していく

。

月のSNSによる情報発信を行っ



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

土地取引適正化事務 資産管理課3549 158 830 988 現状維持 Ｂ

土地区画整理事業 道・道路整備課3937 10,337 31,960 42,297 縮小 Ａ

用途地域見直し事務 都市建設課3962 16,454 41,485 57,939 現状維持 Ａ

景観形成の推進事業 都市建設課3964 1,261 33,188 34,449 改善・変更 Ａ

公共事業に伴う融資あっせん・利子補給事業 道・道路整備課12392 232 4,309 4,541 縮小 Ｂ

サインの整備事業 都市建設課22759 2,270 8,297 10,567 現状維持 Ａ

合計６事業 30,712 120,069 150,781

3)施施策の手段として位置付け



施

整備していく。

方　　

策

　針

担 当 課 名 まちづく

の

り課（取りまとめ）

電

概

話 番 号 03-3880

要

-5933 E-mai

柱

l machi@cit

立

y.adachi.t

て

okyo.jp

 各地

9

区における駅前広場等

【

の拠点整備は地域のま

ま

ちづくり協議会等とと

ち

もに協働によるまちづ

】

くりを進めている。

竹

地

の塚エリアでは、ＵＲ

域

都市機構主導によるタ

の

ウンマネジメントなど

個

、協創のプラットフォ

性

ームづくりに取り組ん

を

で

いる。

協働・協創
の

活

取 組 み

【目標】11住

か

み続けられるまちづく

し

りを

【ﾀｰｹﾞｯﾄ】

た

11.7　2030年

都

までに、女性、子ども

市

、高齢者及び障害者を

基

含め、人々に安全で包

盤

摂的かつ利用が容易な

が

緑
ＳＤＧｓが

地や公共

整

スペースへの普遍的ア

備

クセスを提供する。
目

さ

指す目標
【関連する理

れ

由】本施策では、緑や

た

公共スペースの創出と

ま

ともに、まちへのアク

ち

セス性向上に寄与する

施

事業に取り組
（ターゲ

策

ッ
んでいるため。

ト）

群

との関
【評価（進捗状

名

況）】駅前広場や公園

1

等の整備に取り組んで

1

おり、順調に進捗して

地

いる。
連及び評価

備　

域

　　考

の特性を活かしたまちづくりを進める

施 策 名 11.2 エリアデザイン計画の推進による拠点開発の展開

■エリアデザイン計画に基づき大学や病院などの拠点及び周辺環境を整備することにより、各エリアの魅力を高める

ことでイメージアップを図り、区内外から住みたくなる、訪れたくなるまちづくりを推進する。

施策の方向
( 目 標 )

■エリアデザインにより、江北エリアの東京女子医科大学附属足立医療センター開院及び周辺の施設・基盤の整備、

花畑エリアの文教大学東京あだちキャンパスの開設、人道橋（花瀬橋）及び親水拠点等の周辺環境整備、竹の塚エリ

アの鉄道高架化、六町エリアの安全安心ステーションの開設など、地域をリードするプロジェクトが完了した。

■その他のエリアデザインとして、西新井エリアの西新井駅西口駅前広場・西新井公園の整備、都営梅田八丁目アパ
現　　　状

ート創出用地に新しいコンセプトの図書館整備、北千住エリアの駅東口の市街地開発、綾瀬・北綾瀬エリアの駅前の

交通広場整備及び民間開発の誘導、竹ノ塚駅周辺の鉄道高架化後のまちづくりなど、まちの魅力を高める事業に取り

組んでいる。

■その他の地域では、土地利用転換や都市計画事業の進捗に伴い、安心・安全なまちづくりに取り組んでいる。

■拠点開発を進める場合、区による開発に頼ることなく、地域活性化の起爆剤となる民間企業を誘導する手法の検討

が

足

必要である。

■エリア

立

デザインを計画的かつ

区

着実に進めるため、各

　

事業の調整やスケジュ

令

ール整理など、遅滞な

和

くプロジェクトを

進め

５

る必要がある。

■各地

年

区の事業化にあたって

度

は区民等の意見も十分

施

に考慮して進めていく

策

ことが必要である。
課

評

　　　題
■区内の開発

価

状況に目を配り、地区

調

の状況に応じた手法で

書

まちづくりを行う必要

(

がある。

■エリアデザ

令

イン計画を策定する中

和

で、進めるべき拠点開

４

発方針を定め、それに

年

伴う周辺環境整備の方

度

向性を決定す

る。

■拠

事

点開発を進めるにあた

業

っては、各エリアの特

実

徴やそのエリアに必要

施

な機能を担うことがで

)

きる民間企業を誘導し

1

、区と民間が協働して

 

開発手法などを検討・



値 3 4 5 6 R6 11

達　成　率 0% 27% 0% 36% 100% 45% 100% 55% -

指標名 拠点開発に伴う駅前広場等整備面積

定義等 駅前広場が新たに整備された面積
指

単　位 ha 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 3.2 3.7 3.7 3.7 3.7
(5)

実　績　値 3.2 3.2 3.2 3.2 R6 3.9

達　成　率 100% 82% 86% 82% 86% 82% 86% 82% -

指標名 拠点開発に伴う道路・公園整備着手数

定義等 拠点開発に伴う道路・公園整備に着手した数（累計）
指

単　位 カ所 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 11 13 13
(6)

実　績　値 3 10 11 13 R6 18

達　成　率 0% 17% 0% 56% 100% 61% 100% 72% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 7,250,703 5,219,224

人件費 228,490 208,067

総事業費 7,479,193 5,427,291

前年比(金額) 1,856,042 △2,051,902

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 エリアデザイン地域内で「暮らしやすい」と感じている区民の割合

定義等 世論調査で「エリアデザイン地域内」に住む住民のうち、「暮らしやすい」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 85.7 87.1 88.5
(1)

実　績　値 83.8 86 87.6 87.6 R6 90

達　成　率 0% 93% 0% 96% 102% 97% 101% 97% -

指標名 エリアデザイン地域内で「区に誇りを持っている」と感じている区民の割合

定義等 世論調査で「エリアデザイン地域内」に住む住民のうち、「区に誇りを持っている」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 57.22 59.28 61.34
(2)

実　績　値 53.1 55.1 45.6 44.2 R6 63.4

達　成　率 0% 84% 0% 87% 80% 72% 75% 70% -

指標名 エリアデザイン地域内で「区を人に勧めたい」と感じている区民の割合

定義等 世論調査で「エリアデザイン地域内」に住む住民のうち、「区を人に勧めたい」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 56.38 58.52 60.66
(3)

実　績　値 52.1 52.9 44.7 44.5 R6 62.8

達　成　率 0% 83% 0% 84% 79% 71% 76% 71% -

指標名 拠点開発着手数

定義等 拠点開発に着手した施設又はエリアの数（累計）
指

単　位 カ所 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 5 6 8
(4)

実　績　



標値を０．５ポイント上回ったが、「区に誇りを持って

いる」は１５．１ポイント、「区を人に勧めたい」は１４ポイント下回った。

4

　「区に誇りを持って

 

いる」、「区を人に勧

担

めたい」について、綾

当

瀬・北綾瀬ゾーンでは

部

ポイントを伸ばした一

に

方、江北エリアと

千住

お

エリアのポイント減少

け

が大きく、エリアデザ

る

イン地域全体での結果

評

が目標値を下回ってし

価

まった。

指標（４）、

（

（６）

　新たな施設や

部

工事内容について地域

長

に丁寧に説明し、関係

評

所管でスケジュール調

価

整等を綿密に行うこと

－

で、計画に沿った着手

１

に

つなげることができ

次

た。

指標（５）

　令和

評

４年度は駅前広場等の

価

整備実績はなかったが

）

、西新井駅西口駅前広

そ

場の事業認可取得や、

の

今後の整備に向けて、

１

綾瀬・北綾

瀬駅前広場

1

の設計等を進めること

)

ができた。

2)達成状

施

況と原因分析を踏まえ

策

た今後の方向性

指標（

の

１）～（３）

　駅前広

達

場整備や民間開発の誘

成

導、拠点開発の着手等

状

、エリアデザインを計

況

画的かつ着実に進めて

と

いく。

　整備した施設

そ

を中心にハード・ソフ

の

ト両面のまちづくりを

原

推進していくことで、

因

区民が「暮らしやすい

の

」「区に誇りを持って

分

い

る」「区を人に勧め

析

たい」と感じる割合を

指

増やし、区のイメージ

標

アップにつなげていく

（

。

指標（４）、（６）

１

　引き続き関係所管の

）

連携や綿密な準備等に

～

より、計画どおりの拠

（

点開発に着手していく

３

。

指標（５）

　綾瀬・

）

北綾瀬駅前広場や西新

　

井駅西口駅前広場の整

エ

備、補助２６１号線の

リ

進捗に合わせた竹ノ塚

ア

駅西口の段階的な駅前

デ

広場整備

を進め、目標

ザ

達成を目指していく。

イン地域内で「暮らしやすい」と感じている区民の割合は目



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

地区まちづくり計画及び地区計画推進事業 まちづくり課3970 291,953 128,414 420,367 現状維持 Ａ

北千住駅東口周辺まちづくり事業 まちづくり課3986 0 20,743 20,743 現状維持 Ａ

鉄道立体化の促進事業 鉄・鉄道関連事業課3987 4,901,072 29,869 4,930,941 現状維持 Ａ
竹の塚鉄道立体化及び関連都市計画事業資金積立基金積立
金

鉄・鉄道関連事業課3989 3,321 4,149 7,470 現状維持 Ａ

鉄道立体推進事務 鉄・鉄道関連事業課4694 1,736 12,446 14,182 現状維持 Ａ

住宅市街地総合整備事業 まちづくり課21956 21,142 12,446 33,588 現状維持 Ａ

合計６事業 5,219,224 208,067 5,427,291

3)施施策の手段として位置付け



施

令和６年）・大谷田地

策

区（令和５年～１０年

の

）で区営住宅の建替え

概

・集約化を進める。

　

要

令和２年１２月より居

柱

住支援協議会を設置し

立

、不動産関係団体、学

て

識経験者、居住支援団

9

体等の協力を得ながら

【

、

課題解決に向けて関

ま

係機関へつないでいく

ち

等、住宅確保要配慮者

】

に寄り添った居住支援

地

を促進していく。
方　

域

　　針

担 当 課 名 建・住

の

宅課（取りまとめ）

電

個

話 番 号 03-3880

性

-5963 E-mai

を

l juutaku@c

活

ity.adachi

か

.tokyo.jp

　

し

建築防災課、開発指導

た

課と連携し、住宅の耐

都

震工事、住戸面積の確

市

保等を誘導し、居住環

基

境の改善及び良質な住

盤

宅

の供給につながるよ

が

う取り組みに努めてい

整

る。

　関係所管（地域

備

包括ケア推進課、親子

さ

支援課、子どもの貧困

れ

対策・若年者支援課）

た

及び区内不動産団体と

ま

連携して

協働・協創 、

ち

住宅確保要配慮者の居

施

住支援に取り組んでい

策

る。

の 取 組 み

【目標】

群

11　住み続けられる

名

まちづくりを　【ター

1

ゲット】11.1　2

1

030年までに、すべ

地

ての人々に対し、適切

域

、安全

かつ安価な住宅

の

及び基本的サービスへ

特

のアクセスを確保し、

性

スラムを改善する。
Ｓ

を

ＤＧｓが
【関連する理

活

由】　公営住宅の管理

か

運営および整備を行い

し

、良質で安価な住宅を

た

供給していく。また、

ま

住宅確保要配
目指す目

ち

標
慮者の住宅確保につ

づ

いて、事業展開し行政

く

評価することで、寄り

り

添った支援体制を構築

を

する。
（ターゲッ

【評

進

価】令和３年度から開

め

始したお部屋さがしサ

る

ポート事業を指標に追

施

加したことで、事業実

策

績を行政評価で分析し

名

ト）との関
可視化する

1

ことができた。当事業

1

は、住宅セーフティネ

.

ットとしての役割を担

3

い、高齢者をはじめと

安

する住宅の確保
連及び

心

評価
が困難な方々への

し

スムースな住居提供を

て

目指してさらなる強化

住

を図っていく。

備　　

み

　考

続けられる住宅環境の整備

　区民のライフスタイルに対応した豊かな住生活を形成するために、開発や修繕等の機会を捉え、良質な住宅供給を

誘導していく。

　「住宅確保要配慮者」（低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子どもを養育する者その他住宅の確保に特に配

施策の方向 慮を要する者）に対して、地域の関係団体等と連携した支援を講じていくことで、民間賃貸住宅への入居を促進して

( 目 標 ) いく。

　集合住宅の建築及び管理に関する条例や環境整備基準に基づき、ファミリー世帯をはじめ、若年層や単身高齢者に

配慮した良質な住まいがバランスよく供給されるよう取組んでいる。

　区営住宅の建替えおよび長寿命化を行い、長期にわたり安全かつ快適に住まうことができる良質な住宅提供を行っ

ている。また、ライフステージの変化にも対応して快適に暮らすことができるよう、公営住宅のバリアフリーやユニ
現　　　状

バーサルデザインを推進している。

　不動産団体との連携強化により、住み慣れた足立区で住み替えを希望する高齢者や子育て世帯等へ民間賃貸住宅の

入居支援を行っている。

　さらなる少子超高齢社会の進展は、地域を支える活力の低下をもたらすため、魅力的な住宅施策を推進し、若い世

代の定住・定着につなげていくことが重要。

　多様な居住ニーズに対応する

足

ために、新たに供給さ

立

れる良質な住宅に加え

区

、既存住宅の活用が必

　

要である。

　住宅確保

令

要配慮者は、保証人を

和

確保できないことをは

５

じめ、複数の課題を抱

年

えているため、住宅の

度

あっせんに加え

て、相

施

談者が抱える個々の課

策

題を紐解き、寄り添っ

評

た支援体制を構築して

価

いく必要がある。
課　

調

　　題
　小規模住棟の

書

区営住宅が分散してい

(

ることで、修繕時期が

令

集中するなど管理効率

和

の低下を招いており、

４

集約管理を

進めていく

年

必要がある。

　長期に

度

わたり良好な状態で使

事

用できる優良な住宅の

業

建設を誘導する。

　住

実

まいに関する相談窓口

施

、助成制度を活用し、

)

既存ストック住宅の更

1

新、改良を推進する。

 

　新田（平成３１年～



宅確保に至った割合

定義等 お部屋さがしサポート事業のお部屋紹介によって民間賃貸住宅に成約した割合
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 50 65 65
(5)

実　績　値 - - 61.5 48.5 R6 50

達　成　率 0% 0% 0% 0% 123% 123% 75% 97% -

指標名 あだちお部屋さがしサポート事業利用者数

定義等 お部屋さがしサポート事業の窓口相談を利用された延べ相談者数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 150 250 260
(6)

実　績　値 - - 243 295 R6 150

達　成　率 0% 0% 0% 0% 162% 162% 118% 197% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 420,519 932,439

人件費 197,821 208,911

総事業費 618,340 1,141,350

前年比(金額) 36,940 523,010

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 暮らしにくいと感じる理由として、家の広さなどの居住環境が悪い割合（低減目標）

定義等 世論調査で、特に暮らしにくいと感じることとして「家の広さなどの居住環境が悪いこと」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 11 10 10
(1)

実　績　値 13.1 10.8 16.2 10.2 R6 9

達　成　率 0% 69% 0% 83% 68% 56% 98% 88% -

指標名 着工戸建住宅の長期優良住宅認定割合

定義等 新規に着工される戸建住宅のうち、長期優良住宅と認定された住宅の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 17 18 18 19 19
(2)

実　績　値 13.81 13.42 13.27 13.63 R6 20

達　成　率 81% 69% 75% 67% 74% 66% 72% 68% -

指標名 住宅改良助成事業の助成件数

定義等 助成申請件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 70 80 80
(3)

実　績　値 17 48 77 88 R6 20

達　成　率 0% 85% 0% 240% 110% 385% 110% 440% -

指標名 戸建て・分譲マンション等の住まいに関する相談・アドバイザー派遣件数

定義等 住まいに関する相談・アドバイザー派遣実績件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 120 130 130
(4)

実　績　値 101 72 65 92 R6 150

達　成　率 0% 67% 0% 48% 54% 43% 71% 61% -

指標名 あだちお部屋さがしサポート事業を通じて、住



、居住空間の改善を見直した結果と

思われる。

　指標２は、目標値を下回った。適合申請を行うにあたり、工事費が高くなることから

4

、昨今の不動産価格や

 

建設費の高騰などが

影

担

響していると思われる

当

。

　指標３は、目標値

部

を上回った。新たな生

に

活様式の助成制度の拡

お

充により、制度利用が

け

伸びている結果である

る

。

　指標４は、昨年度

評

より改善したが目標値

価

を下回った。住宅総合

（

相談会やマンション管

部

理セミナー（９月開催

長

）の未開催による影

響

評

と思われる。

　指標５

価

は、目標値より下がっ

－

た。事業開始の令和３

１

年度は、今まで困って

次

いた住宅確保要配慮者

評

を成約に結びつけられ

価

た事で、

高い実績値と

）

なったが、令和４年度

そ

は指標６の相談者数が

の

増えているなかで、約

１

半分の成約率となり、

1

詳細な条件整理が行え

)

てい

ない相談者が多く

施

存在することが要因と

策

考えられる。

　指標６

の

は、目標値を大きく上

達

回った。関係所管との

成

連携や、広報および事

状

業案内チラシを作成し

況

て不動産協会などに配

と

布するな

ど、情報発信

そ

に努めた結果によるも

の

のと思われる。

2)達

原

成状況と原因分析を踏

因

まえた今後の方向性

　

の

新たに創設された災害

分

配慮基準等の長期優良

析

住宅の普及や新たな生

　

活様式に関する住宅改

指

良助成などについて、

標

住まいの相談や

住宅相

１

談会などを利用して促

は

進を図ることで、暮ら

、

しやすい居住環境を推

目

進する。

　分譲マンシ

標

ョン相談やマンション

値

管理アドバイザー派遣

に

の際に、足立区マンシ

近

ョン管理適正化推進計

い

画による管理計画認定

実

制度

の周知を行い、マ

績

ンションの適正管理を

値

促していく。

　居住支

と

援について、あだちお

な

部屋さがしサポート事

っ

業の推進や東京都住宅

た

供給公社との連携を図

。

り、居住支援協議会で

コ

検証した

課題に取組む

ロ

ことで、住宅確保要配

ナ

慮者に寄添った支援に

禍

つなげていく。

により自宅で過ごす時間が増えたことで



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

開発指導事務 建・開発指導課3995 1,521 63,018 64,539 現状維持 Ａ

区営住宅管理事務 建・住宅課4004 167,824 41,785 209,609 現状維持 Ａ

一般区営住宅改修整備資金積立基金積立金 建・住宅課4006 151,706 830 152,536 現状維持 Ｂ

区営住宅更新事業 建・住宅課4007 592,936 18,668 611,604 現状維持 Ａ

住宅施策推進事務 建・住宅課4008 8,353 53,081 61,434 拡充 Ａ

住宅改良助成事業 建・建築防災課4009 10,099 6,638 16,737 改善・変更 Ａ

公共住宅再編事務 建・住宅課12042 0 24,891 24,891 現状維持 Ａ

合計７事業 932,439 208,911 1,141,350

3)施施策の手段として位置付け



施

取りまとめ）

電 話 番 号

策

03-3880-54

の

23 E-mail mi

概

dori@city.

要

adachi.tok

柱

yo.jp

・　地域住

立

民や事業者による公園

て

等の自主管理や花植え

9

活動

・　あだち放課後

【

子ども教室やサロン豆

ま

の木等との連携による

ち

講座の実施

・　エリア

】

デザイン担当やユニバ

地

ーサルデザイン担当、

域

まちづくり部署との連

の

携による公園の整備

協

個

働・協創
の 取 組 み

【目

性

標】11 住み続けら

を

れるまちづくりを　【

活

ターゲット】11.7

か

 2030年までに、

し

女性、子ども、高齢者

た

及び障害者を

含め、人

都

々に安全で包摂的かつ

市

利用が容易な緑地や公

基

共スペースへの普遍的

盤

アクセスを提供する。

が

　【関連する理由
ＳＤ

整

Ｇｓが
】民有地の緑化

備

推進や目的に合わせて

さ

選べる公園整備により

れ

、身近な空間に緑を増

た

やし、誰もが利用でき

ま

る公園を提
目指す目標

ち

供する。　【評価】緑

施

化活動に取り組む「ひ

策

とづくり」、公園整備

群

による「まちづくり」

名

により、公共スペース

1

づく
（ターゲッ

りを行

1

っている。　【目標】

地

17 パートナーシッ

域

プで目標を達成しよう

の

　【ターゲット】17

特

.17 様々なパート

性

ナーシ
ト）との関

ップ

を

の経験や資源戦略を基

活

にした、効果的な公的

か

、官民、市民社会のパ

し

ートナーシップを奨励

た

・推進する。　【関連

ま

連及び評価
する理由】

ち

地域住民による公園等

づ

の管理の支援や、民間

く

事業者との連携による

り

公園活用の拡充を推進

を

する。　【評価

】多様

進

な団体による公園、樹

め

林、事業所等での美化

る

活動がみられ、主体的

施

にイベント等を実施し

策

ている団体もある。

達

名

成状況により令和4年

1

度目標値から上方修正

1

【成果指標②、活動指

.

標②－２】

備　　　考

4 緑のある空間の創出や自然環境の保全

　区民が、個人でも、楽しく、気軽に緑や自然に触れ合える機会を創出するとともに、区民や事業者との協創体制を

推進することで、自ら緑や公園、自然を守り育むひとを増やしていく。

　計画的かつ効率的な公園改修を実現するとともに、貴重な民有樹林や農地を保全することで、魅力のある緑を実感

施策の方向 できるまちづくりを推進していく。

( 目 標 )

　公園の自主管理や保存樹木制度、緑化・自然の普及啓発事業を通じて、区民とともに緑や公園を守っている。

　まちづくりの進展やパークイノベーションの推進を背景に魅力のある公園の整備が進み、１人あたりの公園面積は

約4.7㎡となり、「足立区立公園条例」で定める５㎡以上に近づいている。

　防災・減災、環境・景観の向上等、民有地を含めた緑や空地が持つ機能の必要性が見直されている一方で、都市化
現　　　状

の進展に伴い、民有地の緑が減少している。

　公園や緑に関わる活動団体の構成員は高齢化が進んでいるため、子育て、観光、福祉等の自主活動団体や学校、民

間企業などとの連携により様々な世代の参画を働きかけていく必要がある。

　公園の老朽化が進む中、限られた財源で改修していくため、既存施設の再生・延命化を図り安全性を維持する必要

がある。

　新型コロナウイルス感染症等の流

足

行により、暮らしや働

立

き方だけではなく、公

区

園の利用の仕方も大き

　

く変化してお
課　　　

令

題
り、新しい生活様式

和

に対応していく必要が

５

ある。

　区民が緑の効

年

果を実感できるよう、

度

身近な生活空間に緑を

施

増やしていく必要があ

策

る。

　緑や公園を守り

評

育むために自ら行動し

価

活動する人を増やすと

調

ともに、その活動を広

書

げつなぐ仕組みを作る

(

。

　地域の意見を聞き

令

ながら計画的に公園を

和

改修し、安全かつ地域

４

の特性を活かした魅力

年

ある公園づくりを進め

度

る。

　まとまりのある

事

貴重な樹林を保存樹林

業

に指定することや、「

実

特定生産緑地制度」の

施

活用等により、民有地

)

の緑の保

全を推進する

1

。

方　　　針

担 当 課 名

 

道・パークイノベ課（



27.2 62.9 60.9 R6 64.4

達　成　率 0% 43% 0% 42% 215% 98% 96% 95% -

指標名 【活動2-1】パークイノベーションに基づく、公園の改修、整備数（累計）

定義等 パークイノベーションの考え方に基づき、改修・新設した公園の数
指

単　位 か所 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 59 69 79
(5)

実　績　値 39 51 55 60 R6 89

達　成　率 0% 44% 0% 57% 93% 62% 87% 67% -

指標名 【活動2-2】特定生産緑地面積（累計）

定義等 特定生産緑地の指定面積（累計）
指

単　位 ha 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 12.7 21.1 21.8
(6)

実　績　値 9.87 14.24 20.69 20.5 R6 21.8

達　成　率 0% 45% 0% 65% 163% 95% 97% 94% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 3,596,211 4,076,415

人件費 626,745 519,553

総事業費 4,222,956 4,595,968

前年比(金額) △84,710 373,012

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】緑化活動に参加した区民の割合

定義等 世論調査で「この１年間に緑を増やしたり、育てる取り組みに参加した」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 16.5 16.8 17.1
(1)

実　績　値 15.9 13.5 17.3 18 R6 17.4

達　成　率 0% 91% 0% 78% 105% 99% 107% 103% -

指標名 【活動1-1】緑や公園、自然に親しむ講座等の実施回数

定義等 緑の普及啓発講座や公園で行う自然に親しむ講座等の実施回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 444 455 465
(2)

実　績　値 423 412 616 623 R6 476

達　成　率 0% 89% 0% 87% 139% 129% 137% 131% -

指標名 【活動1-2】みどり豊かな景観形成に取組む区民・団体数

定義等 公園等の管理、花壇や緑地・大木の管理、緑によるまちの美化、農業支援に取り組む区民・団体数
指

単　位 人、団体 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 1,219 1,250 1,281
(3)

実　績　値 1,163 1,169 1,218 1,238 R6 1,312

達　成　率 0% 89% 0% 89% 100% 93% 99% 94% -

指標名 【成果2】まちなかの花や緑が多いと感じている区民の割合

定義等 世論調査で「まちなかの花や緑が多い」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 29.3 63.4 63.9
(4)

実　績　値 27.8



材

ボランティア養成講座

の

の実施や緑の協力員へ

育

のスキルアップ支援等

成

により、人材確保・育

に

成に継続して取り組む

よ

。

・　これらの講座実

り

施、人材育成・支援の

、

取組みにより、【成果

目

1】緑化活動に参加し

標

た区民の割合の増加を

値

目指していく。

【成果

を

2、活動2-1、活動

上

2-2】

・　パークイ

回

ノベーションによる公

っ

園改修については、エ

た

リアデザイン計画やバ

。

リアフリー地区別計画

【

と連動させながら、計

活

画

　　を推進していく

動

とともに、円滑な地元

1

調整を行い、契約不調

-

が生じないよう事業者

1

ヒアリングを行う。

・

】

　特定生産緑地の指定

　

については、引き続き

緑

、令和5年度に申請期

の

限をむかえる農業者に

普

対し、個別に制度を案

及

内する。あわ

　　せて

啓

、農業の支え手となる

発

、上記活動1-2農業

事

ボランティアの養成に

業

も取り組み、農地を保

と

全していく。

・　これ

し

らの公園等の創出と保

て

全の取組みにより、【

、

成果2】まちなかの花

屋

や緑が多いと感じてい

内

る区民の割合の増加を

外

目指して

　　いく。

で植物材料を使った工作体験、公園での生き

4

もの観察等の講座を実

 

施した。コロナ禍に伴

担

う制

約があったが、事

当

前募集や定員制にする

部

等の工夫によって、開

に

催数は目標値を大幅に

お

上回った前年度と同程

け

度となった。

【活動1

る

-2】

　農業ボランテ

評

ィア養成講座の再開に

価

よる新規登録、花のあ

（

るまちかど事業や花壇

部

管理団体等の増加があ

長

り、実績値は前年度よ

評

り

増加した。しかし、

価

団体の高齢化等に伴う

－

登録解除もあったため

１

、目標をやや下回った

次

。

【成果2】

　令和3

評

年度に世論調査の設問

価

を変更したため、その

）

結果を基準に、令和4

そ

年度以降の目標値を上

の

方修正している。令和

１

4年度の実

績は、前年

1

度よりも減少し、目標

)

値を下回った。次年度

施

以降の数値の変化を注

策

視し、各取り組みが区

の

民の意識変容に結びつ

達

いてい

るか分析してい

成

く。

　　令和2年度ま

状

での設問　まちなかの

況

花や緑が増えている/

と

減っている

　　令和3

そ

年度からの設問　まち

の

なかの花や緑が多いと

原

思う/思わない

【活動

因

2-1】

　パークイノ

の

ベーションによる公園

分

の整備については、新

析

設2か所、改修3か所

【

の実績があった。契約

成

の不調や計画の延伸が

果

あった

ため、目標値を

1

下回った。

【活動2-

】

2】

　令和2年度から

　

4年度に特定生産緑地

花

地区の手続き対象とな

や

る生産緑地地区の指定

緑

から30年をむかえる

に

農地が多く、令和3年

興

度に

当初の目標値16

味

.9ヘクタールを達成

を

したため、今後の対象

持

面積等をふまえ、令和

っ

4年度以降の目標値を

て

上方修正した。

　令和

も

4年度においても、対

ら

象となる農地所有者へ

う

の働きかけにより、約

企

1,810㎡の新規指

画

定があった。しかし、

の

相続等の理由によ

る約

実

3,550㎡の解除や

施

面積の精査によって、

や

前年度から実績が減少

、

し、目標面積も下回っ

花

た。

2)達成状況と原

や

因分析を踏まえた今後

緑
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全

方法を工夫しながら普
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・

リ

　花植えの活動や大木

ー

の管理等に取り組む個

ド

人・団体に対して、継

す

続して活動してもらえ

る

るように、フォロー体

人

制を整える。

・　農業



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

拠点公園の運営管理委託事業 道・パークイノベ課3930 673,279 44,784 718,063 現状維持 Ａ

水路の整備事業 道・道路整備課20752 44,288 6,638 50,926 現状維持 Ｂ

水路の整備事業 都市建設課20756 0 6,638 6,638 現状維持 Ａ

緑と公園推進事務 道・パークイノベ課20779 14,093 53,911 68,004 現状維持 Ｂ

公園等の整備事業 道・パークイノベ課20788 1,317,458 75,503 1,392,961 現状維持 Ａ

緑の普及啓発事業 道・パークイノベ課20799 11,455 56,380 67,835 改善・変更 Ｂ

民間緑化推進助成事業 道・パークイノベ課20823 23,203 39,786 62,989 改善・変更 Ａ

緑の基金積立金 道・パークイノベ課20832 3,287 2,489 5,776 現状維持 Ａ

公園・親水施設等の設備維持管理事業 道・安全設備課23166 27,915 8,297 36,212 現状維持 Ｂ

東部地区公園・親水施設等の維持管理事業 道・東部道公維持課23171 988,926 109,417 1,098,343 現状維持 Ｂ

西部地区公園・親水施設等の維持管理事業 道・西部道公維持課23176 972,511 114,051 1,086,562 現状維持 Ａ

公園等のポンプ類整備事業 道・安全設備課23333 0 1,659 1,659 現状維持 Ｂ

合計１２事業 4,076,415 519,553 4,595,968

3)施施策の手段として位置付け


